
（参考）課税の特例の対象となり得る設備投資のタイミング
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・「着工」は、地域経済牽引事業計画の「承認後」であることが必要
・「取得」は、確認書の「交付後」であることが必要
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【既着工案件】
29年度中
承認事業のみ

○（対象となり得る）

・平成29年度に限り、基本方針の公布日以
降に着工していて地域経済牽引事業計画の
承認まで竣工に至っていない施設であり、かつ、
基本計画に位置づけられている施設の場合に
ついては、課税の特例の確認の対象となる。


